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需要分析の新しい計量モデル

ートランスログ費用関数による接近一

修震傑・長南史男
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本論文は，個人の支出費用関数を価格，効用について二次トランスログ関

数で展開して，個人選好の理論に基づいて個人の消費モデルを導き，これを

市場で集計して新しいモデルを作り出す。また，これまでに計量されてきた

需要分析モデルにはいくつかの問題が存在しており，この問題についても指

摘する。

1.今までのモデルの考察

1954年， Stone [13]による需要分析及び消費者行動の計量的研究以来，

多くの計量モデルが開発されてきた。 TheilのRotterdamモデル [14]， 

Deaton， MuellbauerのA1mostIdea1 Demand System (AIDS)モデル [3][5] 

は最もよく使われているものである。 Stoneモデル， Rotterdamモデルは理

論的に市場の集計データを直接利用して推定する。これらのモデルでは市場，

あるいは社会の行動が，あたかもある個人の行動と同様に社会の消費を定め

ており，この個人は社会の代表人と呼ばれている。しかし，この代表人の定

義については触れらず，代表人にあらわしうる条件にも触れられていない。

すなわち，代表人という重要な概念を非常にあいまいに使っている。この点

は，すでに多くの研究者によって指摘されてきた[3] [11]が，この他にも，

なお幾つかの疑問が存在している。
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DeatonとMuellbauerのAIDSモデルでは，この代表人は厳密に定義され，

規定された。これはかなりの進歩である。なぜなら，この代表人の問題を解

決しなければ，個人の選好理論を市場の集計レベルで応用するとき，論理的

な障害が残される。 AIDSモデルは個人の選好理論から出発し，個人の消費

モデルを集計して社会の消費モデルを推定するo この発想はこれ以前の

Stoneの発想より完壁である。しかしながら，本論文ではこの費用関数の仮

定に疑問を唱える。 AIDSモデルの費用関数の中では，二つの特定関数を仮

定している。つまり，一つは消費者偶人の最低限の生活費用関数(この時効

用ゼロである).もう一つは最低限生活の向上，改善のときに必要な，追加

費用関数である。しかも. AIDSモデルでは，負値定性条件が常に成立する

とはかぎらない，つまり，支出額が充分に大きいとき，負値定性条件は満足

しない。この時，消費者行動は費用最小化あるいは効用最大化を保証しない。

本論文はこれらの既存モデルに対する疑問をまず第一に指摘する。

1) Stoneモデルに対する批判

Stoneモデルを批判するために.Stoneモデルの主要な部分を以下に示す。

定義により，

δloggj(x. p)δloggj(x. p) 
ej ，， 1~~. ejj = θlogx 暗 δlogpj

(1-1 ) 

ejjはMarshallの交差弾力性で ejは支出弾力性である。 g;{x. p)は

Marshallの需要関数である。(1 - 1 )式より

logq; = a j + ejlogx +玄 je討logpj ( 1 -2 ) 

(1-2)式を推定するとき財と無関係の財jが現れないようにした

いが財と無関係の財jとの代替効果は無いとしても，所得効果はゼロと

は言えない。したがって (1-2)式のMarsha11の交差弾力性を Hicksの交

差弾力性に代える。

ejj = ejj -ejwj 
により.(1-2)式は

logq; = a j + ej ( logx -k jwjlogpj ) + k je/logpj 
になる。

kje/=O 

により
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logqj =αj + ejlog ( x / p. )十三 jeρog(Pj /〆 jEN (1-5) 

になる。但し logp. = ~ jwjlogpj 

無関係の財との聞にe/= 0がある。したがって，
logqi =αi + ei10g (x/戸)+ ~ jei/1og (町/p. ) εK  (1-6) 

Kはi財と関係がある財の集合である。

(1 -6)式に無関係の財は現れず財と関係がある財jのK集合の中

で推定できる。(1 -6 )式がStoneモデルと呼ばれているものである。(1 

-1 )式から(1 -2 )式になるためには，次の前提条件がある。すなわち，

ei. ejjはconstantであり x.p}.…Pnがお互いに独立であるということ。
Stoneモデルは弾力性が定数であることを前提としており，この仮定が現

実に合わないという点が多数の研究者によって指摘された。この点をさらに

批判するつもりはない。

ここでは財iと財jとが無関係であるとき. Hicksの交差弾力性はゼロで

あるから.( 1 -6 )式にj財が現れなければよいという点について批判する。

まず，われわれはこの無関係の意味を吟昧することから始める。(1 -6 ) 

式を推定するとき，理論上， j~K. jENの財jの価格logpjは. (1 -6 ) 

式に現れていても，無関係の i財の 10gqiには影響がない。だから，自由度

の節約，共線性を避けるためには(1-6)式に現れない方がよい。

しかし. (1 -6 )式に現れない財jの条件は eij噂 =0ではない。以下では

この点を検討する。

(1 -6)式の 10gQjと関係があるかないかに関して，財jは次の条件を

満足しなければならない。

logQjと 10即』に関係がないとき

θ10gQj 

alogpj 

loqiとlog討に関係があるとき

a 10gQj 
一一一一一宇 O
alogpj 

( 1一7)式を展開すると，

θlog色一 θ(a i+ei1og(X/〆)+ ~jej/log(町/p*))
δlogpj a logpj 
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δ( a i+ ejlogx-ej~jwjlo即Ij+ ~ jejj *Iogpj -~ jeよ ~jWJogPj)
alogpj 

= -ejWj + eij * -Wj ~ jeよ=-eiWJ+eJ=eu
つまり， (1 -6)式と関係がない条件は Marshallnの交差弾力性がゼロ

になるという条件であり， Hicksの交差弾力性がゼロになるという条件では

ない。つまり， Hicks交差弾力牲がゼロという意味での無関係を満足しでも，

j財は (1-6)式から消えない。 Stoneモデルの誤りはここではっきり見

える。われわれは Hicks交差弾力性がゼロという意昧での無関係と (1-6) 

式についての無関係との，二つの無関係の意昧を区別しなければならない。

簡単に言うと，価格指数で修正された支出(あるいは所得)は効用ではない。

Hicks突差弾力性は Hicks需要関数にもとづいて計算されたパラメータであ

り， Hicks需要関数は補償変分(compensating variation )に基づいて得ら

れた関数で，“効用"が一定とするとき補償されたものである。しかし，(1

-6)式の中には支出が現れており，したがって Hicks需要関数ではない。

(1 -6)式はHicks需要関数にある程度接近しえたかも知れt.J.いが，決し

てHicks需要関数そのものではない。線形関数に基づいた価格指数は生計指

数にはなれない[1Jo

もしも， (1-6)式の中の X/p*は効用が補償された所得であると，無

理に見なせば

10gQj =αj + ejlog ( X / p事)+~ je/log ( pj / P事)

需要関数qjはHicks需要関数である。つまり

δ10剖* a10g(X/P*) -" 
否両瓦=匂' δlogpj = u 

で，補償された所得X/p*はPjと関係がない。

このとき

θlog(XjP1δlogXθ10gP* 

δ10問 δlogpj a logpj 

alogX 
=θ10即j-wj=U ( Wj宇 0)

補償されていない所得Xは町と関係がなければならない。

(1-9) 

したがって， X/ p*がPjと関係しないという仮定は， XがPjと関係しな
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いという(1-2)式が成立する仮定と矛盾している。この二つの仮定はジ

レンマに落ちてしまう。

一口で言うと， X/p曹を効用が補償された所得と見なせば， (1-1)式

から(1-6)式を導くことはできない。すなわち， (1-6)式の qjはX

/ p.， P 10…Pkについての一次近似展開でしかない。そのとき(1-2) 
式は成立しない。これはStoneモデルの論理上の誤りである。この点に注意

が必要である。 Stoneモデルで，補償変分(compensating variation )に基

づいたヒックス受差弾力性の代わりに等価変分(equiva1ent variation )に基

づいた“ある交差弾力性"の概念を使えば，合理性があるかも知れない。紙

面の制約で，ここでは詳しく検討しない。ただ，この問題を興味ある人に提

示するだけである。

Stoneモデルで推定するとき，良い結果が得られなかったが。弾力性が一

定という非現実な仮定以外に，モデルを導くときの非論理性にもその原因が

あると言えるだろう。

Rotterdamモデルは， Stoneモデルを微分して得られたモデルであるから，

もちろんこの問題が残されている。

2) AIDSについての疑問

AIDS [3]は次の通り定義されている。

10gC ( U， p) = 10gA ( p ) + u10gB ( p ) (1-10) 

10gA ( p )= α。+kjαj10gpj+ 0/2) k j k j r jj1ogpj1ogpj 

10gB ( p ) = s 0 n pjβE 

あるいは文献 [5]により，

10gC ( u， p) = ( 1 -u ) 10gA ( p ) + ulogB ( p ) 

そのとき

( 1 -10A) 

(1-10B) 

( 1 -10' ) 

1ogA(p)=α。+kjαj10gpj+ (1/2) k j k j r ij1ogpj1ogpj 

10gB ( p ) = 10gA ( p ) + s 0 n pjβi 

この二つの式は，事実同じである。

(1ー10)式から

Wj = a j + k j r ij10即Ij+ s jU s 0 n Pkβk 

23 
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Wi = a i + ~ j r ijlogpj + ，8 ilog ( X / A ) 
になる。

logC ( u = 0， 
δlogC 

P ) = logA ( P )， ~ ã~- 10gB ( P ) 

( 1 -12) 

( 1 -13) 

( 1 -14) 

ここで， logA (P)は最低限の生活費用と考えられ， 10gB( P )は効用の限

界費用と考えられ，効用が向上するときの追加支出である。最低限生活費用

logA ( P )は対数の二次展開であるから，問題があまりないだろう。限界支

出10gB( P )は，8oIIp，8となるが，この仮定がなければ，後の展開がかなり

複雑になる。しかし，このような仮定は根拠がない。効用の仮定はできるだ

け避けた方がよいと思う。なぜならば，需要分析は生産分析とは違って，仮

定された生産関数は実証できるが，効用は実証できないのである。

以上の疑問について無視できるとしても，次の疑問についてわれわれは十

分な注意を払わなければならない。

AIDSのSlutsky行列の要素は

SiJ=」L=(Yn+βi F ilog(X/A)-wiSu+wm=」L=LH
PiPj PiPj リ

( 1 -15) 

負値定性条件は

Lu = r u + ，8 j 210g ( X j A ) -Wi + Wj 2< 0 ( 1 -16) 

実際はxが充分大のとき Wjは解が存在しない。証明は次の通り。

0< Wj < 1 だから一 1< -Wj + Wj 2= -Wj ( 1 -Wj ) < 0 
r u + ，8 j 2 log ( X / A ) > 1 

つまり
l-ru十戸j210gA

logX> - t:J 2 
1-rロ
石斗 logA (1ー17)

このとき Wjは存在しない。これはAIDSの欠点であろう。推定式(1 

-13)は効用最大化(あるいは費用最小化)に基づいて得た計測式であるか

logXが充分大であるとき，推定モデルは適応できない場合がある。とら，
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くに支出額について外挿するとき，答えは最大解でないという恐れがある。

われわれは新しいモデルにおいて，この負値定性条件が直接X，Piに依存

しないものを望んでいる，つまり，推定式の一致性を望んでいる。

2.新しいモデルの導出

新しいモデルは二段階に分け，まず個人の選好にもとづいて個人需要の推

定式を導き，つぎにこの個人の行動にもとづいて社会的な行動を導く。

1)個人の行動

新しいモデルを導く前に費用関数(あるいは支出関数)の五つの性質を示

す。この五つの性質は費用関数に関して基本的な要求であり，満足しなけれ

』まならない。

性質1 価格Pについて一次斉次性 C (u，θp)=o C(u， p) 

性質 2 Uについて単調増加 pについて単調不滅，少なくとも一つの Pi

に対して単調増加である。

性質3 価格Pに凸性である。つまり Piについて負値定性。

性質4 価格Pについて連続，一次，二次微分存在する。

性質5 Shephard lemmaである。

上の五つの性質を念頭に置きながら，新しいモデルを導く。

ここで唯一の仮定は，費用関数 C(u， p)がトランスログ関数で表せる

ことである。

|δlogC I 
logC =α 。+~ i+1一一一二~Iologpi + 

L a!o叫 )iJ 

「 δ210gC 1 
+~~i~ ・ l ，;>1"-""，.;1""，，，. J 0 !Ogpi1ogpj + J L a !Ogpi a logpj J 

+[ δ同ωC引.1川[δ凶司叫1 ?. ~ r δゲ凶山2司句10
一一一| 一寸I-'\-~.2 -10川μ川0州J山u2山2斗+ヱ |ト一寸]0 l叩仰u 
δU JU<> ， 2 L δil2 jOU'""'iL一 一・ー

(2 -1 ) 

1 
logc =αO+~iWiOlo即i +2~ i ~ j r ijlo即i10gpj+α1 U + 

+÷azu勺 is向田ρ (2-1A) 

ここで
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Wi =( O logc/δlogpi )=( pJ c)(δ C/O Pi)= PihJ c = PiqJ C 

つまり Wiは普通の消費品iの支出シェアである。

悩はHicks需要関数である。

(2 -1 A)式は自動的に性質4を満足する。テーラー展開により，

logc = logA (p)+α1 U + (1/2) a 2 u 2+ 10gB ( P ) u 

= logA ( p ) + ( 10gB ( p ) + a 1) u + (1/2)α2U2 

その中には

( 2ー 2) 

logA ( P ) = a 0+ ~ iWi ologpi + (1/2) ~ i ~ j r ijlogpi1ogpj 
(2-2A) 

10gB ( P ) = ~ i s i10gpi 

( 2 -2 )式により

(2-2B) 

u =_logB+α1 ゆ +a1r，.4α2(logC-logALlν2 
=一一一一一一一一+一一一一一一一11+ ヮ | 2 a 2 2 a 2 L.L'  (10gB十 α1)2

10gB +α1 . 10gB + a 1 r， • 1 4α2 (logC -logA) 
=一一一一一一一一+一一一一一一一11+一一2 a 2 2αL.L . 2 (10gB +α1) 

1 (4α2 (logC -logA) )2 
8 (10gB +α1)4 

x = C， xは支出額である。

(2-3A) 

log(X/A)α品og2(X/A)
U一一一一一一一一 +… (2 -3 B) 
ー 10gB+ a 1 (10gB +α1)3 

ここで，直接効用関数を仮定すると簡単になるが，過多の仮定をすればす

るほど現実から外れる。それに，直接効用関数を仮定するということは論理

的に疑問がある。したがって，ここでは効用関数の形を仮定せず， (2 -2 ) 

式から求める。

(2-3B)の分母(a 1+ 10gB)は， (2-1 A)より

いhが1FIl=uo=α1+ゆ (p)=α1+~ i s仰
トランスログ関数の定義により， logC ( u， P)の三次微分及び三次以上

の微分は存在しない。

C関数がUについて単調増加により

α1+~ iβilogp，>O ， α1> 0 

26 
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上式は任意の logpiにも成立するから，一 logpiを入れ替えても成立

つまり α1-lisil0即i>0 

だから α1-1 I i s ilo即 1>0

ここでは性質2を引用した。

(2-3C) 

注意したいことは， (2-3 C)式は常に成立するということではない。

成立しない場合.logC ( u. p)の三次微分及び三次以上の微分を省略できず，

そのとき，二次トランスログ関数で表せない。しかし，この問題は本論文の

前提と一致せず，本論文の議論の範囲を超えている。

(2-3B)式は以下のように展開できる。

U log(X/A)a210g2(XjA) . 
一 一 一一logB+a 1 (logB+ a d3 • 

log(XjA) 

α1+ Iisilogpi 

a 210g2(XjA) . 
ー…(αl+Iiβilogpil3 I 

log(XjA) a 21og2(XjA) logBlog(XjA) 

a 1 a 13α12  

= p (( log ( x j A ). 10gB) 

(2 -3) 

効用 Uはlog( x j A ). 10gBについての二次元の多項式で表せる。 (2-

3 )式は (2-2)から導かれた近似式である。

δlogC a logA(p)θlogB(p)θlogA(p) 
=一一一一=一一一一一一+一一一一一--u=一一一一一一+siU δlogpi a logpi a logpi U 

-

a logpi 
( 2 -4 ) 

「β siIjsjlogPj 1 Wi = WiO+ I i r iilo即1;+1一二一- N z 
J l log (X/A)一

- u 1 “1 

-与もog2( X j A ) 
“1 

Wi=WiO十三 jr州 +3十l寸

(2-4A) 

(2-4B) 

Wiは支出シェアであるから，常に正である。したがって性質2を満足する。

次に Piについて負値定性を検討する。

S;; = 
a2c -----1) 
aPiθ町

I 

Pj 

δ(CjPi* a logcjδ10臨)
θlogpj 
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C rδ2!ogC ~ 1 
=一----"'-----"'--+w川-d iiJ P叫 Ld !Ogpi d !ogpj '"1") u 1) J 

=とIr ，， +w一一恥 8 日 1=~L::
PiPj L ・ "~ PiPj -'J 

(2 -5) 

Lij = r ij + WiWj -Wi d ij 

(δ 。はKronecker記号である)

CとPは非特異性かつ常に正であり， LuとSuの符号は同じである。

だから，負値定性の条件はLu< 0である。費用関数の性質3を課した。

ただし

δ2 (logA+ (logB+ a Il + (1/2)α2U2) 
δ!Ogpi a !ogpj 

a2!ogC 

a !Ogpi a !ogpj 
r ij 

(2 -2式より)

δWi a (Pih;/C) 

a !ogpj a !ogpj 

(本来の定義により)=eよWi-WiWj + Wi d首
hiはHicks需要関数。で

ら

こ

か
こ

だ

、1 L;; 
e;;' =l r“+ W;W; -W; d“)一一----"-
唱、切 ・ J 昼リ 'Wl Wi (2-5A) 

Lij = ( r ij + WiWj -Wi d ij ) 

ここでeJはHicks交差弾力性。

ただし

aWi a2!ogc du 
-一 一一δ!ogxδ!Ogpiδ!ogx r- 1 a !Ogx 

( 2 -4式により)

dWi a (Pihi)δhi Pihi 一一一一一一=..t:::It..'(IT一肌
δ!ogX a!ogX l'1 aX X -"1"1 町

(本来の定義により)

両式の右辺が等しいので

si aU 
ei =一一一一一一+1
Wi a!Ogx 
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1 Iβ ß i~jßjlogpj 2a2si， ，，，，.，1 
i-一一|一一_2 ーーですよlog( X / A ) I + 1 Wi L.α a 1- α1- 日」

Uに(logx/ A) /引を代入するとて
↓

ル
灯
一
m

世

=

次

1-

+

 

を

u
一mr

式

J
一山

)

1
一W

9

u

e

 (2 -5 B) 

s i* = s i/α1 

(ここでeiは支出弾力性)

Slutsky方程式により

ただし

したカfって

eij = eit -eiWj ( 2 -5 C ) 

(ここでeijはMarshallの突差弾力性 giはMarshall需要関数)

以上の分析により， (2-4A)，(2-4B)式の中のパラメーターが与

えられると， Marshallの交差弾力性， Hicksの受差弾力性のすべてが分かる

ようになる。 (2-4B)式を求めることは問題がないだろう。費用関数の

性質，自由度の節約などにより， (2 -4)式中のパラメーターを以下簡略

に分析する。

費用関数c(u，

の性質1を課する。

log(8c)=α。+~iwiolog (8Pi )+(1/2)ヱi~j r i}Og ( 8 Pi ) log ( 8 Pj )+ 
+αlu+ (1/2)a2u2+~iβi叫og ( 8 Pi) 

p)の全ての価格pについて一次同次性によるコスト関数

(2-6A) 

~ iWi 0+ (1/2) (~ i ~ j r ijlo即i+~j~irjilogpj)+

+ (1/2) ~ i ~ j r ijlog 8 + ~ iβρ=1 

~ iWiO= 1 

であるから

だから

ここで

戸は

(2-6B) 

(1/2)( ~ iヱjr ijlo卸i+ ~ i ~ j r jJogpj)+ 
(1/2) ~ i ~ i r i}Og 8 + ~ i s iU = 0 

8， Uが価格Pについて独立であるから，上式の中のr，

29 
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!.jsj=O (2-6C) 

logc( u， p)は二次微分可能で， Yjj=Yjj (2-6D) 

したがって !.Jjj=O !.jYij=O (2-6E) 

以上，前述した費用関数C(u， P)の五つの性質をすべて課した。

(2 -4)式の推定式は

Wj = Wj 0 + !. j Y ijlogpj + s jU 

条件:!. WjO= 1 !.jsj=O 

!.j Y jj=!.j Y jj=!.j!.j Y咽=0

Lij< 0 

Y jj = Y jj 

効用Uは(2 -3 )式のように決める。問題の重要さと計算の複雑さとの

トレードオフによって(2ー3)式の長さを決める。

最も重要な式は

U=よld
" 1 日

このとき

Wj = Wjo+!. j Y卯g町+stlog(X/A) (2 -7) 

logAは logP= !. jwjlogpjで入れ替えたら，問題は更に簡単になり，普通の

最小自乗法でも推定できる。!.wjlogp;は logAと近似し，僅か0.8%以内の誤

差であり [5]， logPはStone指数と呼ばれている。推定式は線形になる。

Wj = Wj 0 + !. j Y jjlogpj + s tlog ( X /γ(  2一7A) 
( 2一7A)式は回帰分析でパラメータを求めるとき，極く簡単で，問題

がないだろう。(2一7)式はある程度の計算技術を導入すれば，解答できる

であろう [6]0

最も精密な推定式は (2-4A)式であるが， (2 -4 A)式を計算する

ためには複雑な数学が必要となる。これからの議論は簡単な(2ー7)式に

もとづいて分析する。紙面の制約から (2-4 A)式はただ(2一7)の元

として示すにとどめよう。

以下では新しいモデル(2一7)式， (2一7A)式を，とりあえず Kー

モデルと呼ぶ。

Kーモデルの推定式はAlDSモデルの推定式と表面上全く同じである。し

かし，この推定式のパラメータから計算して得られた弾力性の値はAlDSモ
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デルの推定式のパラメータから計算して得られた弾力性の値とは異なる。

2)市場の集計

以上の分析は個人の選好に基づいた個人の消費行動である。しかし，市場

の(あるいは社会的な)行動はまだ解らな ~)o われわれが手にいれることの

できるデータの殆どが市場の集計的なデータ(社会的なデータ)であるから，

( 2一7)，(2一7A)式はまだ使えない。

個人の支出式は

alogCh 
Wi= alo面 αh+~jrtlo問 +ß iUh 

もしも， r社会的選好Jか存在すれば，社会的な行動はまるである個人が行
動すると同様に社会的な需要を決める。社会的選好の存在条件は，社会の支

出関数が存在するということである。つまり

δlogC(u， p) 
Wi
R
=δb即E=a+ヱjr ijlog町+s iUR (2 -8) 

ここで，支出額は人によって異なるが，価格は各人に対して同一であると

仮定する。

W;R = Pi<li
R
平草=ど半 ( 2 -9 ) 

X ~hXu ~hX' 

価格が各人に対して同一であるという仮定は常に成立するわけではない。

例えば，大量に購入する人に割引きを実施するとき，この仮定は成立しない。

もしも(2 -8)式が誰に対しでも成立するならば

αh=α ， βh=s r h=r 

この仮定は個人の選好は個人の趣味，性格，支出の歴史と無関係という意

味である。この仮定は真実ではないが，ここでは支出，価格の要因に注目し

たいから，趣昧とか，支出の歴史などの要因を省略しよう。もしも，趣味な

どの要因が (2-8)式に対し平均値ゼロの正規分布のノイズとなるならば，

この要因を含めようと省略しようと本質的な差異は無いだろう。

alogc" 
ト五品=α 十~ j r ijlogpj + s iUh ( X， P) 

1> ~Y!'wih 
Wi
R
=三 tza+21ya10間十戸三F
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( 2 -10) 

(2-10A) 

WjRは社会の財iに対する支出シェアである。この時，社会的な行動はまる

で個人の行動と同じである。この「個人」は社会的な代表人と呼ばれている。

この代表人の効用は社会のすべての個人効用uh= U ( x". p)を，その個人

の支出が社会の支出に占める支出シェアをウエイ卜として加重平均したもの

である。

dは無差別曲線で表された効用であり，序数であり，基数ではなし可。だか

ら，効用を正規化しなければ，各人の聞で効用を比較するのはナンセンスな

ことである。(2 -10 A)式において各個人の効用を加えるとき，各個人の効

用の式を正規化すること，あるいは同じような効用関数を持っているという

仮定が必要である。各個人の具体的な無差別曲線は違っていても，同じ曲線

族を持っているという仮定がなければ.(2 -10 A)式は殆ど無意味である。

同じ無差別曲線族を持っているという仮定は，支出額が不一致であるにもか

かわらず，同じ支出関数を持っていることと等価である。この前段αh s h. 

r hなどのパラメータが一致するという仮定は問題を簡単化するだけではな

く，論理上で必要となってくる。もしも個人の効用uhが正規化されなければ，

uRは社会的な消費量 qによって唯ーには決められない。当然，この時.uR 

は社会的な効用あるいは社会的な代表人の効用ではない。 uRはただ個人の効

用の組合せであり，経済的な意味はないだろう。 uRがもしも社会の代表人の

効用でなければ.(2 -10)式は社会的な代表人の支出シェアを表現せず，社

会的な代表人の概念はナンセンスとなることであろう。すなわち，社会的な(あ

るいは市場の)行動は個人の選好に基づいて議論できない。個人の選好の理

論を市場の行動に応用するためには，社会的な代表人の行動を推定するとき，

uRが社会的な効用として認定されなければならない。 uRが代表人の効用で

あれば，個人の効用 Uは正規化されなければならないし，同じ様な効用関数

を持たなければならない。この仮定は信じにくいかも知れないが，代表人の

概念を引用する代償であろう。代表人の概念を使用せずに，市場分析ができ

るかどうか，この問題は本論文の課題を超えており，ここでは分析しない。

(2-10A)式は以下のような意味を持つ。つまり，社会的効用は個人の
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単純な集計ではなく，支出の大きさによる加重和である。著者はこの“不公平"

な結果を提唱するつもりは無いけれども，少なくとも，需要分析するとき，

この結果を受け入れなければならない。

(2-10)， (2-10A)式は，まだ応用できない。それはuhの式によっ

て決められるからである，uhの式は前の分析の通り，(2 -3 )式である。

uhの最も簡単な表記は

uh =並豆立主L
al 

この式を (2 -10)式にいれると

事 Zh~log(公/A)
WiR=α+ k j Y glogpj +β k 

WiR=α+z jY山崎+s i*log ( XR / A ) 

R k~lo~ 
ただし loor<=一三宮ー

( 2 -11) 

(2-11A) 

xRは社会的な代表人の支出であり，社会的な平均支出の概念と等しくなら

ない。社会の全ての各個人が同じ支出を支払うときこそ，社会代表人の支出

額は社会の平均支出額と一致する。しかし，全ての人が同じ支出額という仮

定は極端な仮定である。

(2 -11)式を微分して

s WiR = k j Y ij s !og{>j +βt s log ( XR / A ) (2 -12) 

=kjYijs!O即Ij+

十戸/1 s lo~ -k jWj s !ogpj一(1/2)kk Y ij s (JogpJogpj)¥ 

!ogAを logP*= k ~logpi で入れ替えると

WiR s !ogQi = bi 1 s logXR -k Wjム!ogpj¥ + k jCij s !ogpj 

m
x
 

句

作
噛
一

x
a
一δ

h
叫

( 2 -12 A) 

( 2 -12 B ) 

この式は表面上で Rotterdamモデルと一致しているけれども， Rotterdam 

モデルの支出額は社会の平均支出である。 Kーモデルの支出額は社会代表人

の支出額であり， (2-lOA)により決められる。

ずは社会の平均支出で， logAを logP*で入れ換えたら， (2-11)式は
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Stoneモデルと Rotterdamモデルと一致する。しかし，社会の平均支出が社会

代表人の支出と等しいという条件は，社会の全ての人の支出が同じという条

件である。この仮定は納得できないだろう。

( 2 -11)式を推定するとき， M叩mum肱elihood法で推定すれば， logA 

をlogP事で入れ換える必要はない。したがって， Rotterdamモデルはいくら精

密化しでも， (2-11)式のようにはならないだろう。

R ~hlogi日ヱ。∞f(x)対ogx f 0 OOf(x)xlogxdx 
logxK =一三京-1--=--ro∞f(x)x =J。∞f(~)~~ - ( 2 -13) 

f( x)は個人についての支出の分布であり，上式の積分は求められる。分

布密度関数がわからなければ，ランクで接近するしかない。支出の分布につ

いての仮定は実証できるから，支出の分布を求めるのはそれほど難しくない

だろう。

(2 -13)式の積分は定積分である。 logxRは分布関数のパラメータに依

存するし，各個人の支出額がわからなくても logXRを計算できる。

分母の積分は社会の平均支出である。

例として，支出の分布が対数正規分布であるとき(2 -13)式のlogxRは(注)

lo~=μ + 0' 2 (2-14) 

μはlogXの平均値で， ~hlo~/n と等しく， σZは logXの分散である。

Xoを平均支出とすると， xo=exp(μ1/2/12)。

】OgxR= logX 0+ (1/2)σ2 

(2-11)式に代入すると

X0+(1/2)σz 
Wi
R=αE +Zj Y idiom+F flog A ( 2 -15) 

s i > 0とき i財は費沢品で，s iく Oとき i財は必需品である。社会の平
均支出が一定であっても，社会の支出(あるいは所得)に不平等があるとき，

費沢品の支出シェアは平等であるときより大きく，必需品の支出シェアは平

等のときより小さい。これはわれわれの感覚と一致している。 Stone，Rotter-

也mモデルはこの不平等の要因を反映できない。

3.結び

本論文では，個人の費用関数を効用と価格について二次トランスログ関数
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で展開して，消費財需要の推定式を導いた。この個人の需要の推定式を市場

で集計して，社会の消費需要の推定式を導いた。この推定式は同次性，単調

性などの費用関数の五つの性質をすべて満足している。 Kーモデルの推定

式はAIDSモデルと同じであるが，弾力性を求めるとき KーモデルはAIDS

モデルと違う。負値定性条件も AIDSモデルと違う。特例として，社会の支

出額の分布が対数正規分布するときの，最も簡単な推定式を導いた。この推

定式からみると，社会の平均支出水準はもちろん支出シェアに影響があるが，

社会の不平等も支出シェアに影響を与える。平均支出が変わらなくても，社

会の支出が平等なとき，市場の必需品の支出シェアは増加する傾向があり，

不平等なとき，賛沢品の支出シェアが高まる。 KーモデJレの推定式はAIDS

モデルの推定式と形が同じであるから，今までのAIDSモデルの実証はKー

モデルの傍証になる。もう一度強調したいことは，これによって計算された

弾力性の値がAIDSモデjレとは異なるということである。

(注) 社会について個人の支出額の分布が対数正規分布であるとき

logxR 

の説明:

分子は

J。∞f(x)xlogxdx
Jo∞f(x)x也

μ+σ2 

∞ 1(logx-p.) 
J 0 00 f ( x ) xlogxdx = J 0

00 T2π)山 6xexpl-2σrJ I xlogxdx 

x (x一ρ2
fo∞f (x )対ogx也=九(2π)1/2σ 回 pl一号示.LI叫 (x)む

(00 X+μ1 x2 
=J'::oo _'; ~ ':. ~1/2eXp (一τ-=::-Z)exp ( x +μ)dx J一∞ σ(2π) 1/ 

一山xp(一三τ)州一 x)也

+σJOooxexp(一去が却(x )む
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+σμ山 p(一三τ)町-x) dx 
+σμ川町一三τ)叩也

σ=3j時

Laplace変換によって

一2 ..2 

=-a  ~1Ixexp(一言τ)1 +α~ -1 I xexp (一言τ)1+ 

フ

+αμ~de却(一三τ)1 +αμ~-1Iexp(一三τ)1

'> 1/2 
=一ασ2[ 1一(π/2)1/2σexp (ニ;-0"2)erfc (~O")] + 

2 

唱。1/2
+a 0"2[1一(π/2)1/2σ(ー 1)exp-Lσ2erfc (一」一一σ)+

2 

1 19 f 1 ? ¥. r 1.. J _ ¥. 1 I? 
+σμ(π/2)1/20" exp (~O" 2) erfc [(1/2)1/20"] + 

2 

19 I 1 ? ¥. 1_  1_ ¥. 1 I 
+αμ(π/2)山 0"exp (一~O"2) erfcト(1/2)1/20"]

2 

=(μ+ 0" 2)叫 (μ+士σ2)[的((1/2)1匂)

+ erfc (一(刷

=(μ+σ2) exp (μ+すσ2)
分母は

fo∞f ( x ) xdx = exp (μ+σ2/2 ) 

だから logxR =μ+σ2 
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